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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

　

回次
第68期
第２四半期
連結累計期間

第69期
第２四半期
連結累計期間

第68期

会計期間
自  平成23年４月１日
至  平成23年９月30日

自  平成24年４月１日
至  平成24年９月30日

自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日

売上高 (千円) 13,529,284 12,388,240 26,985,437

経常利益 (千円) 146,189 303,517 1,139,288

四半期(当期)純利益 (千円) 141,582 210,631 351,582

四半期包括利益又は包括利益 (千円) 232,848 136,637 372,909

純資産額 (千円) 12,906,115 12,873,266 12,964,906

総資産額 (千円) 33,597,219 32,164,896 33,040,873

１株当たり四半期(当期)
純利益金額

(円) 3.26 4.89 8.11

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 33.3 34.6 33.9

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 191,029 1,216,659 △779,376

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △281,008 △508,821 △1,202,417

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 1,131,633 △686,068 1,306,250

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(千円) 5,393,433 3,558,510 3,437,271

　

回次
第68期
第２四半期
連結会計期間

第69期
第２四半期
連結会計期間

会計期間
自　平成23年７月１日
至　平成23年９月30日

自  平成24年７月１日
至  平成24年９月30日

１株当たり四半期純利益金額 (円) 0.69 4.79

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３. 潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。

　
２ 【事業の内容】

当第２四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれてい

る事業の内容に変更はありません。

　また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当第２四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項

のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に

記載した「事業等のリスク」についての重要な変更はありません。

　なお、重要事象等は存在しておりません。

　

２ 【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

　

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 経営成績の分析

当第２四半期連結累計期間における世界経済は、欧州債務問題の長期化や中国をはじめとする新興国

経済の成長鈍化等、世界的な景気減速が顕著となりました。一方、国内経済は、一部には東日本大震災の

復興需要が見られたものの、世界経済の減速や円高の長期化の影響等を受けて、先行き不透明な状況で

推移しました。

このような事業環境の下、当社グループは、国内外の幅広い顧客への販売活動を展開するとともに、低

価格、省エネ、グローバル対応の新商品の開発・シリーズ拡充等を図り、売上確保に注力いたしました。

また、引続き固定費の圧縮、生産性の向上、原価低減活動等を通じて、損益面での改善に鋭意取り組みま

した。海外展開としては、アセアン地域における油圧市場での事業拡大を図るため、平成24年4月に、タイ

国内に「YUKEN SEA CO.,LTD.」(非連結子会社)を設立致しました。

当第２四半期連結累計期間の実績といたしましては、売上高は、前年同四半期に比べ8.4％（11億４千

１百万円）減少し、123億８千８百万円となりました。営業利益は、前年同四半期に比べ35.1％（２億６

千７百万円）減少し、４億９千３百万円となり、経常利益は、為替差損１億１千５百万円が計上されたも

のの、前年同四半期に比べ107.6％（１億５千７百万円）増加し、３億３百万円となりました。また、四半

期純利益も、前年同四半期に比べ48.8％（６千９百万円）増加し、２億１千万円となりました。１株当た

り四半期純利益は4.89円（前年同四半期3.26円）となりました。

セグメントの業績につきましては、日本は、売上高は前年同四半期に比べ２億６千２百万円（3.8％）

増加し、72億１千７百万円となり、営業利益は前年同四半期に比べ１億２千万円（59.1％）減少し、８千

３百万円となりました。アジアは、中国の金融引締策による成長鈍化等により、販売台数が減少したこと

により、売上高は前年同四半期に比べ14億４千６百万円（22.4％）減少し、50億１千９百万円となり、営

業利益は前年同四半期に比べ３億９千万円（61.1％）減少し、２億４千８百万円となりました。

　
(2) 財政状態の分析

当第２四半期連結会計期間末の資産合計は、前連結会計年度末から８億７千５百万円減少し、321億６

千４百万円となりました。主な増減は流動資産では、受取手形及び売掛金の減少6億１千６百万円、現金

及び預金の増加１億２千８百万円、たな卸資産の減少３億３千５百万円、固定資産では、投資有価証券の

減少２億３千８百万円等であります。

負債合計は、前連結会計年度末に比べて７億８千４百万円減少し、192億９千１百万円となりました。

主な増減は、支払手形及び買掛金の減少４億９千２百万円、短期借入金の減少１億７千４百万円、長期借

入金の減少２億９千５百万円、退職給付引当金の増加１億９千７百万円等であります。

純資産合計は、前連結会計年度末に比べて９千１百万円減少し、128億７千３百万円となりました。主

な増減は、その他有価証券評価差額金の減少２億５千９百万円、為替換算調整勘定の増加１億５千５百

万円等であります。自己資本比率は、前連結会計年度末に比べ0.7ポイント増加し、34.6％となりました。
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(3) キャッシュ・フローの状況の分析

当第２四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物は、投資活動、財務活動のキャッシュ・フ

ローにより減少したものの、営業活動によるキャッシュ・フローにより増加したため、１億２千１百万

円増加し、35億５千８百万円（前年同四半期末比34.0％減）となりました。

営業活動によるキャッシュ・フローの内訳の主なものは、増加要因としては、税金等調整前四半期純

利益３億円、売上債権の減少６億７百万円、たな卸資産の減少３億６千１百万円等であり、減少要因とし

ては、仕入債務の減少４億９千２百万円等であります。その結果、営業活動によるキャッシュ・フローは

12億１千６百万円の収入となり、前年同四半期に比べ10億２千５百万円収入が増加しております。

投資活動によるキャッシュ・フローの内訳の主なものは、増加要因としては、投資有価証券の売却に

よる収入２億８千４百万円等であり、減少要因としては、投資有価証券の取得による支出３億７千３百

万円、有形固定資産の取得による支出４億７百万円等であります。その結果、投資活動によるキャッシュ

・フローは５億８百万円の支出となり、前年同四半期に比べ２億２千７百万円支出が増加しておりま

す。

財務活動によるキャッシュ・フローの内訳の主なものは、増加要因としては、短期借入金純増額２億

１千８百万円等であり、減少要因としては、長期借入金の返済による支出７億５千万円等であります。そ

の結果、財務活動によるキャッシュ・フローは６億８千６百万円の支出となり、前年同四半期に比べ18

億１千７百万円支出が増加しております。

当社は、取引銀行４行とシンジケーション方式のコミットメントライン契約を締結しており、コミッ

トメントの総額は、40億円、当第２四半期会計期間末のコミットメントラインの借入未実行残高は27億

３千６百万円となっております。

　
(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期連結累計期間において、当連結会社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更

及び新たに生じた課題はありません。

　なお、当社は、財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針を定めており、その

内容等（会社法施行規則第118条第３号に掲げる事項）は次の通りであります。
　

①基本方針の内容

上場会社である当社の株式は株主、投資家の皆様による自由な取引が認められており、当社の株式に

対する大規模買付提案又はこれに類似する行為があった場合においても、一概に否定するものではな

く、最終的には株主の皆様の自由な意思により判断されるべきであると考えます。

  しかしながら、近年わが国の資本市場においては、対象となる企業の経営陣の賛同を得ずに、一方的に

大規模買付提案又はこれに類似する行為を強行する動きが顕在化しております。

  当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方としては、経営の基本理念、企業価値のさま

ざまな源泉、当社を支えるステークホルダーとの信頼関係を十分に理解し、当社の企業価値ひいては株

主共同の利益を中長期的に確保、向上させる者でなければならないと考えております。従いまして、企業

価値ひいては株主共同の利益を毀損するおそれのある不適切な大規模買付提案又はこれに類似する行

為を行う者は、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者として不適切であると考えます。
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②会社の支配に関する基本方針の実現に資する取組み

当社及び当社グループは、わが国を代表する油圧専業総合メーカーとして、一般産業機械の重要要素

機器である「油圧機器」事業を中心に、「油圧機器」と電子技術を融合した「システム商品」及び油圧

制御技術の特徴を生かした「環境機械」の開発を積極的に推進してまいります。

  そして 「ＹＵＫＥＮ」ブランドを世界に広めるべく、国内市場のみならず海外市場にも積極的な展

開を図り、産業社会の限りない進歩発展に貢献するとともに、安定した収益体質を確立することを経営

の基本理念としています。具体的には、「事業収益基盤の確保」「海外展開の加速」「グループ総合力

の発揮」「グループ全体の社会的信頼の向上」を実現するための取り組みを進めてまいります。

③基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針が支配されることを防止するため

の取組み

大規模買付行為がなされたときに、大規模買付行為が当社に与える影響や大規模買付者が考える当社

の経営に参画したときの経営方針や事業計画の内容等は、株主の皆様が継続保有を検討するうえで重要

な判断材料であり、更に大規模買付者の提示する当社株式の取得対価が妥当かどうかを株主の皆様が短

期間の内に適切に判断するためには、大規模買付者及び取締役会の双方から適切かつ十分な情報が提供

されることが不可欠です。同様に、当社取締役会が当該大規模買付行為についてどのような意見を有し

ているのかも、株主の皆様にとっては重要な判断材料となると考えます。

  そこで、当社取締役会は、1）事前に大規模買付者が取締役会に対して必要かつ十分な情報を提供し、

2）独立委員会による公正で中立的な判断からの勧告を踏まえ、取締役会による検討あるいは株主総会

の開催による株主の皆様のご判断を経た後に大規模買付行為を開始する、という概要の大規模買付行為

への対応策（以下「買収防衛策」といいます）を導入しております。

④本買収防衛策が株主共同の利益に合致し、当社の会社役員の地位の向上の維持を目的とするものではな

いことについて

本買収防衛策は、会社の支配に関する基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の

方針の決定が支配されることを防止するための取組みとして導入したものです。当社株式に対する大規

模買付行為がなされた際に、当該大規模買付行為に応じるべきか否かを株主の皆様が判断し、あるいは

当社取締役会が代替案を提示するために必要な情報や時間を確保し、株主の皆様のために買付者等と交

渉を行うこと等を可能とすることにより、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を確保し向上させる

ことを目的としています。

  本買収防衛策は、大規模買付行為が大規模買付時における情報提供等に関する一定のルール（以下

「大規模買付ルール」といいます）を遵守していない、あるいは大規模買付ルールを遵守していても株

主共同の利益に対する明白な侵害をもたらす買収である場合や株主に株式の売却を事実上強要するお

それがある買収である場合など、予め定められた合理的かつ詳細な客観的要件が充足されなければ対抗

措置が発動されないように設定されており、当社取締役会による恣意的な発動を防止するための仕組み

を確保しているものといえます。

  また、当社の業務執行から独立している委員で構成される独立委員会へ諮問し、同委員会の勧告を最

大限尊重するものとされており、当社の企業価値ひいては株主共同の利益に資するよう、本買収防衛策

の透明な運用を担保するための手続きも確保されております。

　
(5) 研究開発活動

当第２四半期連結累計期間の研究開発費の総額は177,556千円であります。

　なお、当第２四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありま

せん。
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 96,000,000

計 96,000,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
第２四半期会計期間末
現在発行数(株)
(平成24年９月30日)

提出日現在発行数(株)
(平成24年11月12日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 45,106,764 45,106,764
東京証券取引所
市場第一部

単元株式数は1,000株であ
ります。

計 45,106,764 45,106,764― ―

　

　

(2) 【新株予約権等の状況】

　　　該当事項はありません。

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　　　該当事項はありません。

　

(4) 【ライツプランの内容】

　　　該当事項はありません。

　

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成24年９月30日 ― 45,106,764 ― 4,109,101 ― 1,030,000
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(6) 【大株主の状況】

平成24年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％)

第一生命保険株式会社 東京都千代田区有楽町１丁目13番１号 2,043 4.53

油研工業株式会社 神奈川県綾瀬市上土棚中４丁目４番34号 2,013 4.46

株式会社みずほコーポレート銀
行

東京都千代田区丸の内１丁目３番３号 1,955 4.33

油研協力会持株会 神奈川県綾瀬市上土棚中４丁目４番34号 1,886 4.18

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区丸の内１丁目１番２号 1,653 3.66

株式会社三菱東京UFJ銀行 東京都千代田区丸の内２丁目７番１号 1,645 3.64

DEUTSCHE BANK AG, FRANKFURT
(常任代理人 株式会社みずほ
コーポレート銀行決済営業部)

JONGHOFSTRASSE ５/11 FRANKFURT
(東京都中央区月島４丁目16-13)

1,350 2.99

日本トラステイ・サービス信託
銀行株式会社(信託口)

東京都中央区晴海１丁目８番11号 1,203 2.66

油研販売店持株会 神奈川県綾瀬市上土棚中４丁目４番34号 1,169 2.59

日本マスタートラスト信託銀行
株式会社(信託口)

東京都港区浜松町２丁目11番３号 975 2.16

計 ― 15,895 35.23

(注)  株式会社三菱UFJフィナンシャル・グループから平成24年１月６日付で関東財務局長に提出された大量保有報告

書の変更報告書により平成23年12月26日現在で以下の株式を所有している旨の報告を受けておりますが、当社と

して当第２四半期会計期間末における実質所有株式数の確認ができませんので、上記大株主の状況には含めてお

りません。

なお、大量保有報告書(変更報告書)の内容は以下のとおりであります。

氏名又は名称 住所
保有株券等の数

(株)
株券等保有割合

(％)

株式会社三菱東京UFJ銀行 東京都千代田区丸の内２丁目７番１号 1,645,407 3.64

三菱UFJ信託銀行株式会社 東京都千代田区丸の内１丁目４番５号 1,081,000 2.40

三菱UFJ投信株式会社 東京都千代田区丸の内１丁目４番５号 89,000 0.20

計 ― 2,815,407 6.24
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(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成24年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式 2,013,000

―
権利内容に何ら限定のない当社に
おける標準となる株式

完全議決権株式(その他) 普通株式 42,756,000 42,756 同上

単元未満株式 普通株式 337,764 ― 同上

発行済株式総数 45,106,764― ―

総株主の議決権 ― 42,756 ―

(注) １　「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が11,000株(議決権11個)含まれ

ております。

２　「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己保有株式が75株含まれております。

　

② 【自己株式等】

平成24年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式総数
に対する所有
株式数の割合(％)

(自己保有株式)
油研工業株式会社

神奈川県綾瀬市上土棚中
四丁目４番34号

2,013,000 ─ 2,013,000 4.46

計 ― 2,013,000 ─ 2,013,000 4.46

　

　

　
２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19

年内閣府令第64号)に基づいて作成しております。

　

　

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間(平成24年７月１日

から平成24年９月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成24年４月１日から平成24年９月30日まで)

に係る四半期連結財務諸表について、ロイヤル監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成24年９月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 3,824,266 3,953,181

受取手形及び売掛金 ※3
 11,744,248

※3
 11,127,708

有価証券 74,049 66,377

商品及び製品 3,180,217 2,899,976

仕掛品 1,113,556 1,216,784

原材料及び貯蔵品 2,976,714 2,818,560

その他 590,969 642,390

貸倒引当金 △123,520 △123,396

流動資産合計 23,380,502 22,601,583

固定資産

有形固定資産 5,722,386 5,741,859

無形固定資産

のれん 8,465 15,543

その他 105,351 125,753

無形固定資産合計 113,816 141,297

投資その他の資産

投資有価証券 2,359,193 2,120,951

その他 1,478,633 1,570,719

貸倒引当金 △13,659 △11,513

投資その他の資産合計 3,824,167 3,680,156

固定資産合計 9,660,371 9,563,313

資産合計 33,040,873 32,164,896

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 ※3
 5,748,179

※3
 5,255,871

短期借入金 ※4
 5,902,594

※4
 5,728,549

未払法人税等 82,476 27,420

引当金 218,461 242,207

その他 933,373 925,205

流動負債合計 12,885,084 12,179,253

固定負債

長期借入金 4,731,520 4,435,530

退職給付引当金 2,395,850 2,592,923

環境対策引当金 6,970 6,970

資産除去債務 4,260 4,277

その他 52,281 72,675

固定負債合計 7,190,883 7,112,377

負債合計 20,075,967 19,291,630
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（単位：千円）

前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成24年９月30日)

純資産の部

株主資本

資本金 4,109,101 4,109,101

資本剰余金 3,853,007 3,853,007

利益剰余金 4,827,340 4,865,590

自己株式 △513,005 △513,280

株主資本合計 12,276,444 12,314,418

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 419,359 160,018

繰延ヘッジ損益 － △2,368

為替換算調整勘定 △1,492,681 △1,337,138

その他の包括利益累計額合計 △1,073,322 △1,179,488

少数株主持分 1,761,783 1,738,335

純資産合計 12,964,906 12,873,266

負債純資産合計 33,040,873 32,164,896
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(2)【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
【四半期連結損益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間
(自 平成23年４月１日
　至 平成23年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成24年４月１日
　至 平成24年９月30日)

売上高 13,529,284 12,388,240

売上原価 10,264,927 9,429,816

売上総利益 3,264,356 2,958,423

販売費及び一般管理費 ※1
 2,503,868

※1
 2,465,042

営業利益 760,488 493,381

営業外収益

受取利息 4,368 8,469

受取配当金 37,856 29,008

その他 52,282 35,271

営業外収益合計 94,507 72,748

営業外費用

支払利息 125,316 135,049

為替差損 469,781 115,924

その他 113,707 11,637

営業外費用合計 708,806 262,612

経常利益 146,189 303,517

特別利益

固定資産売却益 ※2
 3,687

※2
 2,442

投資有価証券売却益 7,845 －

特別利益合計 11,533 2,442

特別損失

投資有価証券売却損 － 5,379

固定資産売却損 4,057 －

特別損失合計 4,057 5,379

税金等調整前四半期純利益 153,666 300,580

法人税等 △82,081 35,011

少数株主損益調整前四半期純利益 235,747 265,568

少数株主利益 94,164 54,936

四半期純利益 141,582 210,631
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【四半期連結包括利益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間
(自 平成23年４月１日
　至 平成23年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成24年４月１日
　至 平成24年９月30日)

少数株主損益調整前四半期純利益 235,747 265,568

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △105,134 △259,340

繰延ヘッジ損益 3,176 △2,368

為替換算調整勘定 99,058 132,778

その他の包括利益合計 △2,898 △128,930

四半期包括利益 232,848 136,637

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 211,629 104,465

少数株主に係る四半期包括利益 21,219 32,172
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間
(自 平成23年４月１日
　至 平成23年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成24年４月１日
　至 平成24年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 153,666 300,580

減価償却費 341,715 354,197

のれん償却額 27,217 14,186

貸倒引当金の増減額（△は減少） △7,820 △1,840

退職給付引当金の増減額（△は減少） 79,355 197,072

受取利息及び受取配当金 △42,225 △37,477

支払利息 125,316 135,049

為替差損益（△は益） 58,754 16,604

売上債権の増減額（△は増加） 414,071 607,980

たな卸資産の増減額（△は増加） △756,159 361,364

仕入債務の増減額（△は減少） 33,983 △492,143

その他 15,548 △3,497

小計 443,425 1,452,077

利息及び配当金の受取額 42,225 37,477

利息の支払額 △117,423 △134,928

法人税等の支払額 △177,196 △137,966

営業活動によるキャッシュ・フロー 191,029 1,216,659

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △443,670 △407,388

有形固定資産の売却による収入 15,329 6,064

投資有価証券の取得による支出 △66,874 △373,351

投資有価証券の売却による収入 67,883 284,617

貸付けによる支出 △500 △3,616

貸付金の回収による収入 300 294

その他 146,523 △15,441

投資活動によるキャッシュ・フロー △281,008 △508,821

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 606,946 218,289

長期借入れによる収入 1,750,000 100,000

長期借入金の返済による支出 △951,874 △750,720

自己株式の取得による支出 △223 △275

配当金の支払額 △128,916 △170,367

少数株主への配当金の支払額 △140,331 △76,536

その他 △3,967 △6,458

財務活動によるキャッシュ・フロー 1,131,633 △686,068

現金及び現金同等物に係る換算差額 141,767 99,469

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 1,183,422 121,239

現金及び現金同等物の期首残高 4,127,415 3,437,271

新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額 82,594 －

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 5,393,433

※
 3,558,510
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【継続企業の前提に関する事項】

当第２四半期連結会計期間(自　平成24年７月１日　至　平成24年９月30日)

該当事項はありません。

　
　
【会計方針の変更等】

　

当第２四半期連結累計期間
(自  平成24年４月１日  至  平成24年９月30日)

（会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更）

当社及び国内連結子会社は、法人税法の改正に伴い、第１四半期連結会計期間より、平成24年４月１日以後に取得

した有形固定資産については、改正後の法人税法に基づく減価償却の方法に変更しております。

この変更による当第２四半期連結累計期間への影響額は軽微であります。

　

　
【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

　

当第２四半期連結累計期間
(自  平成24年４月１日  至  平成24年９月30日)

(税金費用の計算)

当連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純

利益に当該見積実効税率を乗じて計算する方法を採用しております。
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【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

　１　連結会社以外の会社の金融機関からの借入金に対して次のとおり債務保証を行っております。

　
前連結会計年度
(平成24年３月31日)

　
当第２四半期連結会計期間
(平成24年９月30日)

楡次油研液圧有限公司 101,780千円楡次油研液圧有限公司 100,564千円

　
　２　受取手形割引高

　
前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成24年９月30日)

受取手形割引高 138,895千円 101,091千円

　

※３　四半期連結会計末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理しております。なお、

当第２四半期連結会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の四半期連結会計期間末日満期手

形が、四半期連結会計期間末残高に含まれております。

　
前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成24年９月30日)

受取手形 256,470千円 395,108千円

支払手形 23,306 〃 19,828 〃

　
※４　当社は、運転資金の効率的な調達と安定的な財務基盤の確保を目的に取引銀行４行とシンジケーション

方式のコミットメントライン契約を締結しております。これら契約に基づく当連結会計年度末の借入

未実行残高は次のとおりであります。

　
前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成24年９月30日)

コミットメントの総額 4,000,000千円 4,000,000千円

借入実行残高 1,168,000 〃 1,264,000 〃

差引額 2,832,000千円 2,736,000千円

　

　
(四半期連結損益計算書関係)

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、次のとおりであります。

　
前第２四半期連結累計期間
(自  平成23年４月１日
至  平成23年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自  平成24年４月１日
至  平成24年９月30日)

給与及び賞与 747,144千円 787,126千円

賞与引当金繰入額 94,482 〃 110,150 〃

退職給付費用 115,154 〃 116,018 〃

のれん償却額 27,217 〃 14,186 〃

　
※２　固定資産売却益の内訳

　
前第２四半期連結累計期間
(自  平成23年４月１日
至  平成23年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自  平成24年４月１日
至  平成24年９月30日)

機械装置及び運搬具 3,687千円 2,442千円
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(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

　

　
前第２四半期連結累計期間
(自  平成23年４月１日
至  平成23年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自  平成24年４月１日
至  平成24年９月30日)

現金及び預金勘定 5,847,573千円 3,953,181千円

有価証券勘定 6,928 〃 66,377 〃

　　　 計 5,854,502千円 4,019,559千円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △461,069 〃 △461,048 〃

取得日から３ヶ月以内に満期日又は償還
日の到来する短期投資以外の有価証券

─  〃 ―  〃

現金及び現金同等物 5,393,433千円 3,558,510千円

　

　
(株主資本等関係)

前第２四半期連結累計期間(自  平成23年４月１日  至  平成23年９月30日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成23年６月24日
定時株主総会

普通株式 130,190 3.0平成23年３月31日 平成23年６月27日 利益剰余金

　
２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計

期間の末日後となるもの

該当事項はありません。　

　
３．株主資本の著しい変動

株主資本の金額は、前連結会計年度末日と比較して著しい変動がありません。

　

当第２四半期連結累計期間(自  平成24年４月１日  至  平成24年９月30日)

１．配当金支払額

　

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成24年６月28日
定時株主総会

普通株式 172,382 4.0平成24年３月31日 平成24年６月29日 利益剰余金

　
２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計

期間の末日後となるもの

該当事項はありません。

　
３．株主資本の著しい変動

株主資本の金額は、前連結会計年度末日と比較して著しい変動がありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ  前第２四半期連結累計期間(自  平成23年４月１日  至  平成23年９月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

(単位：千円)

　
報告セグメント

調整額
(注1)

四半期連結
損益計算書
計上額
(注２)

日本 アジア ヨーロッパ 計

売上高 　 　 　 　 　 　

  外部顧客への売上高 6,954,8446,465,518108,92113,529,284 ― 13,529,284

  セグメント間の内部
　売上高又は振替高

2,526,858499,922 ― 3,026,780△3,026,780 ―

計 9,481,7026,965,440108,92116,556,064△3,026,78013,529,284

セグメント利益 204,573638,567 1,148 844,289△83,800760,488

(注) １ 調整額の主なものは、セグメント間取引消去であります。

２ セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整をおこなっております。

　
２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。

　

Ⅱ  当第２四半期連結累計期間(自  平成24年４月１日  至  平成24年９月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

(単位：千円)

　
報告セグメント

調整額
(注1)

四半期連結
損益計算書
計上額
(注２)

日本 アジア ヨーロッパ 計

売上高 　 　 　 　 　 　

  外部顧客への売上高 7,217,4845,019,388151,36712,388,240 ― 12,388,240

  セグメント間の内部
  売上高又は振替高

1,317,305325,529 ― 1,642,834△1,642,834 ―

計 8,534,7895,344,917151,36714,031,074△1,642,83412,388,240

セグメント利益 83,685248,25813,552345,496147,884493,381

(注) １ 調整額の主なものは、セグメント間取引消去であります。

２ セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整をおこなっております。

　

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。

　
３．報告セグメントの変更等に関する事項

会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更に記載のとおり、法人税法の改

正に伴い、第１四半期連結会計期間より、平成24年４月１日以後に取得した有形固定資産について

は、改正後の法人税法に基づく減価償却の方法に変更したため、報告セグメントの減価償却の方法

を改正後の法人税法に基づく方法に変更しております。この変更による当第２四半期連結累計期

間のセグメント利益への影響額は軽微であります。
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(企業結合等関係)

該当事項はありません。　

　
　

(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、次のとおりであります。

項目
前第２四半期連結累計期間
(自  平成23年４月１日
至  平成23年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自  平成24年４月１日
至  平成24年９月30日)

１株当たり四半期純利益金額 ３円26銭 ４円89銭

(算定上の基礎) 　 　

四半期純利益金額(千円) 141,582 210,631

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式に係る四半期純利益金額(千円) 141,582 210,631

普通株式の期中平均株式数(株) 43,396,542 43,094,779

(注)  潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　

　
(重要な後発事象)

該当事項はありません。

　

　

　

　

　

　

２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成24年11月９日

油研工業株式会社

取締役会  御中

　

ロイヤル監査法人

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士    白　　上　　卓　　美    印

　
指定社員
業務執行社員

　 公認会計士    福　　野　　幸　　央    印

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている油研
工業株式会社の平成24年４月１日から平成25年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間(平
成24年７月１日から平成24年９月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成24年４月１日から平成24年９
月30日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連
結包括利益計算書、四半期連結キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。
　
四半期連結財務諸表に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して
四半期連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のな
い四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用する
ことが含まれる。
　
監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸
表に対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レ
ビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。
四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施
される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において
一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手
続である。
当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。
　
監査人の結論
当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正
妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、油研工業株式会社及び連結子会社の平成24年
９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・
フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。
　
利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上
　

 

(注) １．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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